
　　　　　　　主　　　文 
１　被告は，Ａ町に対し，金３６００万円及びこれに対する平成１２年４月２６日
から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
２　訴訟費用は被告の負担とする。
３　この判決は仮に執行することができる。
　　　　　　　事実及び理由
第１　当事者の求めた裁判
１　原告ら
　主文同旨
２　被告
（１）　原告らの請求を棄却する。
（２）　訴訟費用は原告らの負担とする。
第２　事案の概要等
１　本件は，Ａ町の住民である原告らが，Ａ町長である被告に対し，特別養護老人
ホームへの補助金の支出が違法であるとして，Ａ町への損害賠償を求めた住民訴訟
である。
２　基本的事実関係
（１）　原告らは，Ａ町民であり，被告はＡ町長である（争いがない）。
　社会福祉法人Ｂ（以下「Ｂ」という。）は，四日市市Ｃ所在の特別養護老人ホー
ムＤ（以下「Ｄ」という。）を運営している。Ｄは，平成８年７月に施設認可を受
けた施設で，特別養護老人ホームのほか，デイサービスセンター，在宅介護支援セ
ンターを併設している（乙８）。
（２）　補助金交付申請書の提出
　Ｂは，Ａ町に対し，平成１２年１月１４日，「Ａ町の住民の皆様が，平成１２年
４月より優先的に当施設の入所ベッド２０床を２０年間に渡り利用できるよう配慮
致します。」との確約書（乙１０の３）を添付して，補助金交付申請書（乙１０の
１）を提出した。同補助金交付申請書には「平成１１年度においてＤ入所確保事業
補助金について，３６００万円を交付されるよう申請します。」旨の記載がある。
（３）　補助金交付の決定（以下「本件補助決定」という。）
　Ａ町長である被告は，平成１２年３月２日，①補助金額３６００万円（補助金の
交付時期については，平成１１年度とし，一括交付とする。），②補助金対象事
業，Ｂの運営するＤの入所確保事業として，入所用ベッド５０床のうち，２０床を
平成１２年４月１日から２０年間Ａ町の住民が優先的に使用できるものとする，③
補助金交付条件，この補助金の交付に関し，事前にＡ町と覚書を締結することとの
内容で補助金交付を決定し，その旨をＢに通知した（乙１１）。
（４）　本件覚書の締結
　Ａ町とＢは，平成１２年３月３１日，次の覚書（甲３）を締結した。
第１条　本覚書は，Ａ町が，Ａ町の住民で介護保険制度による介護認定審査会によ
り要介護と認定され施設への入所を希望する人（以下「入所希望住民」という。）
のために，受け入れ施設を確保することを目的とする。
第２条　Ｂは，Ｂの所有するＤの入所用ベッド５０床のうち２０床分（短期入所用
ベッド２０床も含む。以下「本件物件」という。）について，入所の必要性が高い
入所希望住民を優先的に受け入れることができる状態で確保しなければならない。
第３条　Ｂは，次の場合には，事前にＡ町の書面による承認を受けなければならな
い。
ア　本件物件の内入所希望住民が現に使用していないベッドを，Ｂが入所希望住民
以外の者の使用に供する場合。
イ　本件物件の全部又は一部あるいは，本件物件の所在する建物ないしはその敷地
を担保にする場合。
ウ　本件物件の全部又は一部あるいは，本件物件の所在する建物ないしはその敷地
の所有権を第三者に譲渡する場合。
第４条　本件物件の全部又は一部の所有権が第三者に譲渡された場合には，Ｂは，
この覚書によるＡ町の地位を本件物件の譲受人に承継させる。
第５条　Ａ町は，Ａ町補助金等交付規則に従い，Ｂに対して，２０床分の枠を２０
年間にわたって確保するため，補助金３６００万円を覚書成立後，速やかに支払う
ものとする。
第６条　Ｂによる本覚書の違反は，Ａ町補助金等交付規則１５条（５）に該当する
ものとする。



（５）　本件補助金の支出
　Ａ町は，Ｂに対し，平成１２年４月２５日，本件補助金３６００万円を支払った
（争いがない）。
（６）　Ａ町補助金等交付規則１５条は，「町長は，補助事業者等が，次の各号の
一に該当するときは，補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ
る。・・・（５）　前各号のほか補助事業等に関し補助金等の交付の決定の内容及
びこれに付した条件に違反したとき又は町長の指示に従わなかったとき。」と規定
されている（甲６）。
（７）　監査請求と監査結果
　原告らは，平成１２年５月３０日，Ａ町監査委員に対し，地方自治法２４２条１
項に基づき，本件補助金の支出が不当な支出であるなどとして監査請求をしたとこ
ろ，同監査委員は，平成１２年７月２４日監査請求を棄却した（甲１，２）。
３　原告らの主張
（１）　介護保険法に基づく厚生省令６条２項は，「指定介護老人福祉施設は，正
当な理由なく，指定介護福祉施設サービスの提供を拒んではならない。」と規定さ
れているところ，Ｄ入所確保事業へ補助金を支出する本件補助決定，及び本件覚書
第２条でＢに「入所用ベッド５０床のうち２０床分について，入所の必要性が高い
Ａ町民を優先的に受け入れる」義務を課し，同第５条で「Ａ町が，２０床分の枠を
２０年間にわたって確保するため，補助金３６００万円を支払う。」というのは，
同法に明らかに違反する。
　そのため，三重県健康福祉部長は，平成１２年６月１９日，ＢとＡ町に対し，
「本件覚書は，Ｄのベッド２０床を今後２０年間にわたり，Ａ町住民のために優先
的に利用を確保するという内容であると解しますが，特別養護老人ホームの利用
は，特定の市町村の住民に限定されてはならず，広域的に利用されるべきものです
ので，覚書の内容の是正を求めます。」との「覚書の是正について」と題する書面
（甲４）を送付している。
　また，Ｂは，Ａ町に対し，平成１２年８月１８日，「本件覚書の内容の是正（白
紙撤回を含む）についてＡ町と協議をしたい。」旨の「覚書の是正についての協議
の依頼」と題する書面（甲８）を送付している。
（２）　Ｄの入所者数は，別表のとおりであり，自治体毎の人数はほとんど変化が
ない。Ａ町民の入居者数はほとんど４名となっている。
　Ｄは四日市市Ｃにあり，Ａ町４名，Ｅ町１名，Ｆ市２名，Ｇ町１名，Ｈ町２名の
入居者があるが，Ａ町が他の自治体より近くにあるものではない。また，平成１１
年４月１日時点のＡ町民の特養施設別措置人員は，Ｉ３名，Ｄ３名，Ｊ３名，その
他３施設が１名ずつとなっており，特にＤが多いというわけではない。
　このような実態で，本件覚書のとおりＤの現入居者４名を２０名にするためには
相当な自治体住民間の差別をしなければ不可能であって，このような差別による優
先は違法である。
　したがって，本件覚書には実効性もない。
（３）　以上から，本件補助決定及び本件覚書の締結は違法で，同補助決定及び覚
書に基づきＢへ３６００万円の補助金を支出したのは違法である。これにより，Ａ
町は３６００万円の損害を被った。
（４）　よって，原告らは，Ａ町に代位して，地方自治法２４２条の２第１項に基
づき，損害賠償として，３６００万円及びこれに対するＤへの支払の翌日である平
成１２年４月２６日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の
支払を求める。
４　被告の主張
（１）　本件補助金支出の経緯
①　Ｄは，三重県北勢地区の高齢者福祉の一翼を担う存在として，国，三重県及び
四日市市から補助金を受けて運営していたが，平成９年１２月，Ａ町に対しても補
助金の申請を行った。
　これに対し，Ａ町は，Ｄへの助成は，Ａ町の高齢者福祉の向上にも役立つと判断
し，５００万円の補助金交付をなした。この補助金額は，四日市市が短期入所者用
ベッド１５床の利用を見込んで２４２０万円の補助金を支出したことを参考に，Ａ
町として町民による短期入所者用ベッド５床の利用を見込んで，５００万円と決定
したものである。
②　Ｄは，平成１１年４月８日，Ａ町に対し，今後の高齢化の進行や平成１２年４
月の介護保険制度の施行後の需要の増加，多様化に伴う入所用ベッドの利用にも対



応できることを考慮して，是非助成してほしいとして，補助金の要請をした。
③　Ｄのこの要請に対し，被告は，介護保険制度の施行後には，住民の特別養護老
人ホームへの需要が増加すると予想され，町民のための受け皿を確保する必要を感
じていた。
　Ａ町では，将来にわたって高齢者の数そのものが増加し，それに伴い介護の重度
化・長期化が進む反面，社会の高齢化，核家族化によって家庭における介護能力は
低下することが確実である。Ａ町老人保健福祉計画・介護保険事業計画でも，高齢
者比率が平成１０年では１５％であり，その後も確実に増加しているし，要援護高
齢者がこの５年間で１．７倍になっている。したがって，今後特別養護老人ホーム
への需要は特に増大すると予想された。
　また，平成１２年４月から介護保険制度の導入により，市町村による措置から，
住民個人が施設と契約して入所するという形に変化するが，市町村としては，住民
の受け皿確保のための施設整備に向けて一層の努力が要求される。従前は，施設の
利用について，入所調整会議によって各市町村住民による施設利用のバランスが図
られてきたが，その際，補助金を交付した市町村には優先利用できるよう調整が行
われてきた。これは正面から優先利用を認めたものではないが，一種の紳士協定と
して容認されてきた。介護保険導入後は，措置から契約となるが，住民が希望する
受け皿を確保し，住民から要望があれば入所できる施設を紹介することは当然期待
される行政サービスであるから，今後もこのような紳士協定的慣行は引き続き行わ
れるはずである。入所希望者が競合した場合には，施設側が入所者を選択するが，
その選択については一定の範囲で施設側の裁量権が認められるが，その裁量権の行
使に当たっては，補助金の有無が一つの判断材料として考慮されることは当然に予
想された。
　そこで，被告は，（ア）ＤはＡ町から比較的近隣にあって，住民の利用に適する
こと，（イ）Ｄは施設開設以来Ａ町の住民を受け入れ，平成１０年度で特別養護老
人ホームへ入所しているＡ町民の４分の１を受け入れているほか短期入所施設への
受け入れも行っていること，（ウ）ＢはＡ町内で保育所経営も行っており，この面
でもＡ町とつながりがあること，（エ）Ａ町内にＡ町自らが用地を取得して運営を
する場合には莫大な費用を要すること，（オ）四日市市がＤに総額１億０１４７万
７０００円の補助を決定したことなどをも考慮した結果，町内に新たに施設を建
設，維持するよりも，Ｄに補助金を交付してここをＡ町民のための受け皿とするこ
とがより効率的であるとの判断に至った。
　Ｄの立地や従前の実績からいって，Ａ町民の入所希望としては２０年間２０床程
度が予想され，その程度であれば，Ｄも他の地域住民の入所を拒絶して空きベッド
を確保するほどのことをしなくとも，無理なく受け入れが可能であると予想され
た。しかし，被告としては，Ｄが町外に位置することもあり，補助金交付の趣旨を
より確実にするために，本件覚書を作成する方針を決めた。
④　平成１１年１２月のＡ町議会では，本件補助金の交付について，（ア）介護保
険制度の実施に備えて入所用ベッド２０床分の受け皿を確保する目的で補助金交付
をすること，（イ）この２０床確保というのは，２０床分をＡ町の予約分として空
けたままにしておくものではなく，また２０床について他の市町村の住民が利用し
ている場合に，直ちにそれらの住民を退去させてＡ町民を入所させるのではなく，
空くまでの間は短期入所用ベッドで待機することになる，（ウ）上記（ア）の補助
金交付の趣旨を明確にする方法として，覚書を作成する予定であることの説明がな
されて，本件補助金の支出を含む補正予算の裁決がなされ，可決された。
（２）　上記の本件補助金の支出の経緯からすれば，本件補助金の支出にはＡ町と
しての公益上の必要があり，議会の議決も経ているから，何ら違法性はない。
　また，本件覚書は，他地域の住民を退去させたり，入居を拒絶してＡ町住民を入
居させるなど，厚生省令違反の取扱いをさせることまでは意図していない。本件覚
書は，本件補助金が特別養護老人ホームへの入所を必要とするＡ町民の受け皿の確
保を目的としてふさわしい状態で相当数のベッドを確保すべきはもちろんのこと，
Ｄが持つ合理的な裁量の範囲内において，できる限りＡ町民の入所に配慮を図って
もらうことを意図したものである。本件覚書第２条は，このような意味であり，こ
のように運営される限り，福祉施設に厚生省令違反はない。
　従前の運営実績からすれば，現実の運営において，Ａ町のためにベッドを空ける
などの厚生省令違反の運営を要求しなくとも，Ａ町民が必要とする程度の受け入れ
が可能である。実際に，Ａ町民の入居希望者はＤに受け入れしてもらっており，そ
の意味では本件覚書どおりに受け皿として機能している。



　三重県健康福祉部長の平成１２年６月１９日付け「覚書の是正について」と題す
る書面（甲４）も，本件覚書の表現から，覚書の運用方法如何によって厚生省令違
反になる可能性を危惧し，かかる可能性すらない方法での手続がより望ましいとの
予防的，一般的な見地からの見解を表明したにすぎない。
　Ｄへの補助金支出については，三重県庁国保・高齢対策課，医務福祉課，四日市
市高齢対策課，Ｂの４者で，平成１１年１０月１５日に協議がなされ，Ａ町が運営
費補助として４０００万円を予定することが合意された。そのため三重県は，「Ａ
町の補助金支出については町議会の承認を得ており，地方自治体であるＡ町が住民
の福祉の向上に役立つと行ったこととして，三重県は何ら可否を判断すべきではな
い。」「厚生省が運営補助金ではなく，施設補助金と判断するのであれば，施設側
に補助金の返還が生じる。」とし，本件補助金が運営補助金であれば法的に問題を
生じないとしている。
　Ａ町としては，今後の高齢化社会のもとＡ町の行政政策として高齢者福祉と介護
福祉の向上と充実を図るために法令の範囲内で本件補助金の支出をなしたもので，
仮に，本件補助金の支出が違法とされれば，全国の地方自治体の高齢者福祉及び介
護福祉政策に行政が関与できなくなるだけでなく，介護保険制度を歪め大きく後退
させる。
第３　当裁判所の判断
１　前記基本的事実関係によれば，本件補助決定は，Ａ町の住民が平成１２年４月
より優先的にＤの入所ベッド２０床を２０年間にわたり利用できるようにするため
のＤ入所確保事業のためになされたものであったこと，本件補助金の支出に当たっ
ては，このＤ入所確保事業を実効あらしめるために本件覚書の締結が条件とされた
ことが認められる。
　しかるに，介護保険法に基づく厚生省令６条２項は，「指定介護老人福祉施設
は，正当な理由なく，指定介護福祉施設サービスの提供を拒んではならない。」と
規定され，特別養護老人ホームの利用は，特定の市町村の住民に限定されてはなら
ず，広域的に利用されるべきことが定められている。この規定の趣旨からすれば，
そもそも，Ａ町の住民が，平成１２年４月より優先的にＤの入所ベッド２０床を２
０年間にわたり利用できるようにするためのＤ入所確保事業ということ自体が介護
保険法上許容されず，本件補助決定及び本件覚書は介護保険法に反し違法であると
いうべきである。
　そうとすれば，本件補助決定及び本件覚書に基づきなされた本件補助金の支出も
違法であるということができる。また，これらにつき，被告に過失があることも認
められる。
　なお，被告は，「本件覚書は，Ｄが持つ合理的な裁量の範囲内において，できる
限りＡ町民の入所に配慮を図ってもらうことを意図したものであって，紳士協定的
な慣行を文書化したものにすぎない。」旨主張するが，前記基本的事実関係で認定
のとおりの補助金交付申請書（乙１０の１），確約書（乙１０の３）及び本件覚書
の各記載内容からして，本件覚書がかかる趣旨で規定されたものであるとは到底認
められない。
　また，被告は，「本件補助金の支出は，Ａ町としての公益性があり，議会の予算
の議決を経ているから適法である。」旨主張するが，Ａ町としての公益性があり，
議会の予算の議決を経たからといって，法令上違法な支出が適法な支出になること
はないから，被告の同主張は採用できない。
　さらに，被告は，「本件補助金の支出が違法とされれば，全国の地方自治体の高
齢者福祉及び介護福祉政策に行政が関与できなくなるだけでなく，介護保険制度を
歪め大きく後退させる。」とも主張するが，Ｄ入所確保事業のための補助金が違法
であるからといって，全国の地方自治体の高齢者福祉及び介護福祉政策に行政が関
与することができなくなるとは認められず，また，介護保険制度を歪め大きく後退
させるとも認められない。
２　以上によれば，原告らの請求は理由があるからこれを認容すべきである。
　よって，主文のとおり判決する。
津地方裁判所民事部
裁判長裁判官　内田計一
裁判官　後藤隆
裁判官　大竹貴




